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1 資料出所：国家統計局 国家知識産権局 2020年全国特許集約型産業の産業増加値データに関する公告 

「両会」による施策方針の分析：
科学技術イノベーションの強化、研
究開発管理への重視 
 
近年、中国政府は「革新駆動型発展戦略」の実施に取り組み、科学技術型産業の発
展を重要視している。李克強総理が 3月 5日に行った政府活動報告によると、「科学技
術イノベーションと産業モデルの最適化・アップグレードの推進」が、2022年の政府活動任
務に組み込まれている。任務達成のための措置として、「企業のイノベーション活動に対する
奨励の強化」は非常に重要な地位を占めており、特に、研究開発費の追加控除政策に
代表される一連の優遇政策の強化は、科学技術イノベーション産業のさらなる発展に拍車
をかけると考えられる。企業は上記に関連する税務管理について、特に留意する必要があ
る。 
 
2020~2021年における中国国内の科学技術活動の投資状況と成⻑状況 
 
2022年の政府活動報告において、「政府が 2021年に、革新駆動型発展戦略の実施
強化、及び産業チェーン・サプライチェーンの安定化において得た成果」は評価された。2021
年において、中国における知的財産権の保護、従来型産業のデジタル化・スマート化改
造、新興産業の発展状況は、いずれもポジティブな変化を示した。 
 
2020~2021年の関連統計データから見ると、中国の科学技術産業は過去 2年間、高い
成⻑率を維持している。2020年を例として挙げると、2020年において、全国の特許集約
型産業の産業増加値は前年同期比 5.8%増の 12万億⼈⺠元となり、その成⻑率は同
期における国内総生産（名目 GDP）の成⻑率を 3.1ポイント上回った。GDPに占める
割合は前年同期比 0.35ポイント増の 11.97%である。1 
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開発費の追加控除比率を 75%から 100%に引き上げることが目標として掲げられた。 
 
研究開発費の追加控除政策の強化に伴い、企業は、優遇政策の享受による研究開発コストの節約を図ると同時に、内部統制と研究
開発管理の整備を通じて、優遇政策享受のコンプライアンスを確保する必要がある。私どもの考察から見て、企業は研究開発費の追加控
除政策を享受する際、往々として下記の面において課題に直面することが想定される。 
                                                
2 データ出所：中華⼈⺠共和国 2021年国⺠経済と社会発展統計公報 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
2021年を例として挙げると、2021年において、中国の科学技術分野の研究開発活動の
成⻑率が⾼い。具体的には2： 
 
• 全国の研究開発費は前年同期比 14.2%増の 2.78万億⼈⺠元であり、対 GDP

比は 2.44%である。その内、基礎研究費は 1,696億⼈⺠元である。 
• 年度を通して、特許付与件数は前年同期比 26.4%増の 460.1万件であり、受理

された PCT特許出願は 7.3万件である。年末現在、有効な特許は 1,542.1万件
である。そのうち、中国国内の有効な発明特許は 270.4万件であり、1万人当たりの
高価値発明特許は 7.5件である。 

• 年度を通して、技術契約締結件数が合計 67万件であり、技術契約の取引額は前
年同期比 32.0%増の 3.7万億⼈⺠元である。  

 
上場企業の「研究開発強度（売上高に対する研究開発費の比率）」に関する統計デー
タも上記の裏付けとなっている。関連報道によると、2021年第 1~3四半期における A株
企業 3,569社による研究開発費対売上高比率の平均値は約 7.2%であり、その中央値
は 3.88%である。309社の「小巨人（専門化、精細化、特色化、斬新化の特徴を備え
た中小企業の中でも特に優れた企業、細分化された市場に集中的に取り組み、イノベーシ
ョン能力と市場シェアが高く、キーとなるコア技術を確立し、質と効率がともに優れたリーディ
ングカンパニーを指す）」上場企業の研究開発費対売上高比率の平均値は 8.25%であ
り、中央値は 5.75%であり、同時期における全ての A株企業の平均値と中央値を上回っ
ている。 
 
研究開発費の追加控除政策の更なる強化 
 
企業は科学技術イノベーション活動の担い手であり、企業のイノベーションへのモチベーション
と意欲が、国の科学技術産業の発展を牽引する重要な要素である。近年、企業における
研究開発への投資が急増しており、政府による一連の優遇措置がその誘因の一つとして
考えられる。その内、研究開発費の追加控除政策は、最も広く適用されている税制優遇
政策の一つである。研究開発費の追加控除とは、企業所得税の課税所得額を計算する
際、実際に発生した研究開発費の控除に加えて、条件に合致する研究開発費用を一定
の割合で追加して控除できることを指す。研究開発費の資産計上が行われている場合、
資産計上された無形資産の課税標準は、研究開発費の追加控除により増加する。即
ち、この優遇政策は実質的に、企業の適格な研究開発活動に対する国の財政支援に相
当する。これまで、研究開発費の追加控除政策は、中国企業の研究開発意欲を向上さ
せる役割を果たしてきた。近年、政策の効果を上げ、企業の研究開発投資の増加を促す
ため、政府は研究開発費の追加控除政策を数回強化し、追加控除比率を 50%を 75%
に引き上げ、2021年には製造業限定で追加控除比率を 100%に引き上げると同時に、
企業がより便利にこの優遇政策を享受できるように、徴収管理措置の整備を行った。
2022年度政府活動報告において、研究開発費の追加控除政策の実施を強化し、科学
技術型中小企業に適用される研究 
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研究開発活動の識別 

 
条件に合致する研究開発活動を正確に識別することは、研究開発費の追加控除やハイテク企業資格申請を行うための基礎である。企
業の管理者は、関連する法規について深い理解と正しい認識を持つ同時に、自社の技術イノベーション活動においてそれらを活用する能力
を身につける必要がある。 
 
現行の法規における「研究開発活動」の定義があいまいであるため、企業は上記の優遇政策を享受する際に、通常、以下の二つの課題
に直面すると考えられる。 
① 法規の要求を正確に把握できず、コンプライアンスのリスクにつながる可能性があること。 
② 優遇政策を最大限に享受できていないこと。  
実務では、関連する企業は、中国の関連当局（統計局、財政部など）や国際機関による関連研究成果やガイドラインを研究開発活動
識別の参考基準とすることが推奨される。 
 
プロジェクトのライフサイクルの定義、プロジェクト管理の方法・プロセスなどを含む研究開発活動固有の特性は、所属業界によって異なるた
め、研究開発活動を正しく識別することが困難である。企業は、研究開発活動の識別に際して、所属業界の特性を踏まえた上で、注目
すべき重点を定める必要がある。例えば： 
 
• 各レベル政府がスマートマニュファクチャリング政策を推進し、製造業が生産ラインのスマート化改造やデジタルトランスフォーメーションへの

投資を増やす中、製造業の所属企業は、製品研究開発プロジェクトを対象として優遇政策の適用を申請する際、自社の「スマート化
改造及びデジタルトランスフォーメーション」プロジェクトに関する情報を収集し、「既存の製品・サービス・技術・材料または工程プロセスに
対する繰り返しまたは簡単な改良」や「工業（サービス）プロセスの一環であるものまたは通常の品質管理、テスト分析、修理・メンテ
ナンス」など、優遇政策の対象外である活動と区分する必要がある。 
 

• ニーズの変化が速く、製品主導の傾向が強いインターネット業界では、アジャイル開発モデルが採用されることが多いため、プロジェクトの
整理に一定の困難が伴う。研究開発活働を識別する際、規範性と柔軟性の両立が求められ、実質的な改良と一般的なアップグレ
ードの区分に焦点を当てる必要がある。 
 

• 金融業におけるプロジェクトマネジメントは比較的体系化且つ整備されているが、より一般的に認識されている従来型の製造企業やハ
イテク企業の研究開発活動と比べて、金融企業の研究開発活動やイノベーション活動は、より金融業の特性に沿ったものとなっている。
金融企業におけるプロジェクトの大半は、サービスや製品のソフトウェア開発と改造であり、どのようにして「イノベーションの観点から見て、
対象プロジェクトが実質的な意義を持つか否か」を判断するか、どのようにして優遇政策の対象外である「製品・サービスに対する一般
的なアップグレードや導入後の一般的な技術サポート」と区分するかは、金融企業が優先的に検討すべき課題である。 
 

企業の研究開発活動の複雑性に鑑み、企業の管理者は所属業界及び自社の特徴を十分に把握する上で、自社の研究開発活動の定
義を柔軟に定める必要がある。その過程で、外部の専門機関に助力を求めることも選択肢の一つとして考えられる。専門機関による研究
成果と豊富で幅広い実務経験は、企業の管理者が研究開発活動の定義を正確に理解し、研究開発活動の管理において税務リスクに
対応し、優遇政策を十分かつ合理的に享受するための助けとなる。 
 
研究開発費の計算と集計 
 
企業の研究開発費は、財政部・税務局・統計局・証券監督管理委員会など多くの行政機関が注目する重要なデータである。研究開発
費を合理的かつ正確に計算・集計する方法の採用は、研究開発活働の高水準且つ体系的な管理を実現していることの証拠であると同
時に、関連の優遇政策を享受するための前提条件でもある。税務管理に観点から見て、研究開発費の集計基準の不一致は、主に「財
務諸表の作成」、「ハイテク企業資格の認定」、及び「研究開発費の追加控除」において採用される集計基準の差異に起因する。実務で
は、関係当局は、上述 3つの基準に基づき集計した研究開発費データの間に存在する差異について、その合理的な説明を企業に求める
可能性がある。そのため、企業の管理者は、特定の監督管理目的に対応すべく、異なる集計基準からくるデータの差異を迅速かつ正確に
分析できるように、日常的な会計処理をこなす上で、異なる集計基準の詳細とその間の差異について把握する必要がある。 
 
また、企業が研究開発費を集計する際、業種の特性に起因する「問題点」が発生する可能性もある。例えば： 
 
• 製造企業の場合、日常生産における製造費用と研究開発費を正確に区分できているか？試作にかかる費用は、全て研究開発費に
計上できるか？ 
 

• インターネットテクノロジー企業の場合、ストックオプション付与に関する支出は、人件費として研究開発費に計上できるか？ 
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• 金融企業では、アウトソーシングを通じて研究開発プロジェクトを展開するケースが多いが、アウトソーシングの従業員に支給する給与賃
金は人件費として研究開発費に計上できるか、または委託研究開発費として集計し、追加控除の対象とすべきか。 
 

業務プロセスが⻑く、研究開発費の種類が多いプロジェクトを展開する場合、各種類の費用に対して、当該種類の費用の特性に見合う
処理方法を採用する必要がある。例えば： 
 
• 研究開発人員、計器、設備などの資産は、作業時間（使用時間）に基づく配分メカニズムが適用される。企業は、当該研究開発
資源の使用状況について必要な記録を作成し、各研究開発プロジェクトの間で（例えば、追加控除政策の適用対象であるプロジェ
クトと適用対象外であるプロジェクトの区分）、又は研究開発プロジェクトにかかる費用と生産・経営費用との間で、合理的に配分す
る必要がある。 
 

• 研究開発活動にかかる材料費、燃料・動力費、試験費、設計費、および旅費などその他経費については、精算に使用される領収書、
精算書などの証拠書類に基づき費用の配分と集計を行い、各費用の投入使用方式や会計処理などの特徴に応じて、企業の現状
に合致する合理的な方法を選択して配分を行うことが推奨される。 

 
検査に備えた資料の保管 
 
企業が研究開発費の追加控除政策を享受する際、「実際に発生し、自主的に判断し、申告を通じて享受し、関連資料を保管して検査
に備える」という徴税・管理方式が採用される。税務監督管理の方向性として事後管理が強化される中、企業が研究開発費の追加控
除政策を享受する際、検査に備えた資料の作成と保管はコンプライアンス上の重要な課題となっている。企業が研究開発費の追加控除
政策を享受する際に、どのようにして関連書類が完全且つ有効であることを確保し、税務当局から事後調整を受けるリスクを回避するかに
ついて考慮する上で、改善策を講じる必要がある。 
 
まず、各資料の完全性と有効性に留意する必要がある。例えば、追加控除政策の適用対象プロジェクトについては、研究開発プロジェクト
の立ち上げに関する決議文書、プロジェクト計画書、プロジェクト終了報告書が保管されているか、研究開発費の配分計算書と各証拠資
料が完全な形で保管されているか、税法に定められた書式に従って研究開発費の補助帳簿を作成しているか、関連の委託研究開発契
約書は科学技術関係の所轄行政機関で登録済みか否かなどについて、企業は自主検査を行う必要がある。 
 
次に、各資料の内容が真実であるか否か、各資料の間の整合性が取れているか否かについて留意する必要がある。例えば、集計された各
研究開発費項目の開始時期と終了時期が、プロジェクト計画書と終了報告書に掲載されたプロジェクトの開始時期と終了時期と一致し
ているか否か、各研究開発費の比率は業種の特性や慣行に合致しているか否か、各費用配分の根拠は合理であるか否かなど。 
 
管理体制の視点から見て、研究開発活動に対する管理は、往々として複数の社内部門や業務プロセスに関わっており、研究開発費の追
加控除政策の享受に潜在的なリスクをもたらす問題点は、どの社内部門や業務プロセスにも存在しうる。企業における研究開発、財務、
人事、法務などの各機能部門は、緊密に連携してその対処に当たる必要がある。関連する企業は、各社内部門の役割と職責を整理し、
研究開発活動の識別、研究開発費の集計、検査に備えた資料の作成・保管などの各業務プロセスの標準化・制度化・体系化・情報化
を行う上で、日常管理活動に統合することで、コンプライアンス確保を前提に、優遇政策を最大限に享受することが推奨される。 
 
2020年への展望 
 
2022年度政府活動報告において、科学技術型中小企業に適用される研究開発費の追加控除比率を 75%から 100%に引き上げるほ
か、企業による基礎研究への投資に対して税制優遇政策を実施し、設備・機器の加速減価償却やハイテク企業向け所得税優遇などの
政策の整備を行うことが目標として掲げられた。科学技術イノベーションを対象とする奨励措置の実施に伴い、国内企業による研究開発へ
の投資が過去最高を更新することが予想される。しかし、研究開発活動の管理を疎かにすると、優遇措置の享受におけるコンプライアンス
違反に起因して、税務リスクが増加する可能性がある。従って、企業は国の施策方針に応じて研究開発への投資を増やすと同時に、研
究開発活動に対するコンプライアンス管理を継続的に改善する必要がある。 
デロイトは、引き続き研究開発費の追加控除を含む科学技術イノベーションの奨励政策に関する法規と実務の動向に留意すると同時に、
私どもの考察とコメントを適時にご提供いたします。 
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